
４　主要事業一覧

◎ 新型コロナウイルス感染症への対応
【創】

1

[050301][050302][050402]
[050701][050801][050901]
[051001][051101]

医療政策課
医師・看護人材確保対策課
地域福祉課
保健・疾病対策課
感染症対策課
ワクチン接種体制整備室 　　*新型コロナウイルス感染症重症者割合：1.4％(2020年度)→0.5％(2022年度)

介護支援課
障がい者支援課 R４要求

【創】
2

[050402][051001][051101]

地域福祉課

介護支援課

障がい者支援課 R４要求

（別紙３）

健康福祉部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

46,885,174 R３当初 16,262,670

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【創】：しあわせ信州創造経費での要求事業
 　　 　　【地】：地域振興局長からの提案、意見等反映事業

感染防止対策を徹底し、コロナ禍においても必要なサービスが提供できるよう
福祉施設等を支援します。

　　 　・施設内の消毒費用や、感染者等への対応により帰宅できない職員の
　　 　 宿泊費用等、サービス継続に必要なかかり増し経費を補助
　　 　・感染が発生した施設への応援職員派遣に係る経費を補助
　　 　・高齢者施設内の簡易陰圧装置設置のほか、生活空間等の区分けを
　　　　行うゾーニング環境の整備費を助成

150,692 R３当初 906,390
[R3.11月補正] [149,638]

[R3.6月補正等] [29,828,551]

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（福祉分）

県民の命と健康を守るため、適切に診療・検査・療養が行えるよう医療・検査体
制を確保します。

　１　療養体制の確保
　 　　・病床確保のため、患者受入医療機関に病床確保料を補助
　 　　・軽症者等が療養するための宿泊療養施設の設置・運営
　 　　・コロナ対応の医療従事者のための宿泊施設確保費用を補助
        ・県からの要請による医療チームの派遣に係る経費を補助

　２　検査体制の確保
　 　　・相談先医療機関の案内等を目的とした「受診・相談コールセンター」の
　 　　　設置・運営
　 　　・検査に必要な診察と検体の採取を集中的に行う「外来・検査センター」
　 　　　の設置・運営
　 　　・感染症法に基づく行政検査の実施
　 　　・変異株の発生監視及び感染経路の追究のため、ゲノム解析を実施
        ・高齢者施設等が実施する自主検査費用を補助
 【新】・感染拡大傾向時、県の要請により無症状者が受ける検査を無料化

　３　ワクチン接種体制の整備
　 　　・県が運営する接種会場を設置
　　　 ・時間外や休日に集団接種会場へ医師等を派遣した医療機関を支援
　　　 ・個別接種に協力いただく医療機関に対し、協力金を支給
　 　　・中小企業や大学等が実施する職域接種に関する費用を補助
　　　 ・新型コロナワクチン接種に関する助言・指導をいただくため、アドバイ
　　　   ザーチームを設置
　　 　・ワクチン接種後、接種医がさらなる医療的対応が必要と認めた場合の
　　  　 ２次対応及び３次対応の受入体制を整備

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（医療分）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 健康長寿No.1を目指して

3 信州ＡＣＥ（エース）プロジェ

クト推進事業費
[050501][050701][051001]

　１　働き盛り世代の健康づくり支援

 【拡】・健康運動指導士等を企業などへ派遣して運動習慣の定着を推進

　　 　・スマホアプリを活用した働き盛り世代対象の事業所対抗ウォーキングを

　　　  全県下で展開　　　

　２　フレイル予防の総合的な推進

 【拡】・普及啓発、予防活動及び受け皿づくりの３要素を連動させたオーラル

　 　　　フレイル対策の検討及び実施

　 　　・健康ボランティア・市町村・リハビリ団体等と連携してフレイル対策を

　　　   実施

　３　食生活の改善

 【新】・管理栄養士を企業へ派遣して食生活習慣改善を推進

　　 　・健康ボランティアが地域で減塩やバランスのとれた食事の実践を促進

　４　信州ACE(エース）プロジェクト普及・発信

　 　　・県民によるSNSを通じた健康づくりに関する情報発信

　５　国民健康保険市町村支援

　 　　・ データ分析や直接助言等による市町村の保健事業推進支援

*健康づくりのために運動に関する取組を行っている者の割合：67.4%（2020年度)

　→70.5％(2022年度)

*特定健診受診率：59.2%（2018年度)→64.0%（公表値）（2022年度)

*健康づくりのために食生活に関する取組を行っている者の割合：86.0%（2020年度)

　→維持・向上(2022年度)

健康増進課 *要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）（調整済み認定率）：

保健・疾病対策課 　全国３位13.8％（2021年３月）→全国上位を維持（2023年３月）

介護支援課 R４要求

県民の健康課題を「見える化」し、市町村・保険者等が行う保健事業や企業の
健康づくりの取組を支援するとともに、県民の生活習慣の改善に向け、運動
（Ａ）、健診（Ｃ）、食（Ｅ）に係る情報発信・環境整備を実施します。

 【新】・健診受診を促す普及啓発

33,881 R３当初 39,344
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 医療・福祉人材の確保・養成

4

［050301］

医師・看護人材確保対策課 R４要求

5 看護職員確保対策事業費
[050302]

医師・看護人材確保対策課 R４要求

[R3.6月補正] [101,695]

医師確保等総合対策事業
費

医師の不足や地域・診療科偏在を解消するため、即戦力医師の確保や働き方
改革の更なる推進により、医師の確保・養成・定着を図るとともに、医師不足病
院への支援等を実施します。

　　　１　ドクターバンク事業
　　　　  ・地方回帰の流れを捉えた大都市圏からの即戦力医師の確保

【拡】２　医学生修学資金等貸与事業
　　　 　 ・将来県内の医療機関に勤務しようとする医学生等に修学資金等を
             貸与、医師を目指す高校生に対する説明会等を実施

　　　３　地域医療人材ネットワーク構築支援事業
           ・地域医療人材拠点病院等から医師不足病院等への医師派遣を支
　　　　　  援、臨床研修医の確保に関するＰＲ

　　　４　医師の勤務環境支援事業
           ・2024年４月から適用開始となる医師の時間外労働上限規制に向け、
             チーム医療やICT化の推進による働き方改革に取り組む医療機関
             を支援

【拡】５　タスク・シフト等推進事業
           ・医師以外の医療従事者へのタスクシフト等に向けた能力向上のため
　　　      の研修会を開催

*人口10万人あたり医師数：233人(2018年)→246人(2022年)

775,076 R３当初 1,059,641

看護職員を確保するため、新規養成、離職防止及び潜在看護職の就業促進を
図るとともに、新興感染症に備えた感染管理認定看護師を養成します。

【拡】１　看護師等養成所運営費補助事業
　　　　　 ・看護師等養成所の運営費に対する支援

【創】２　新型コロナウイルスの影響に係る看護職員卒後フォローアップ研修
　　　　　事業
　　　　　・看護基礎教育の経験が不足する新人看護職員への研修

【拡】３　長野県ナースセンター運営事業
　　　　　 ・ワクチン接種等により掘り起こされた潜在看護職の就業促進及び
　　　　　　相談対応

【新】４　新興感染症に備えた感染管理認定看護師の養成
　　　　　 ・県看護大学に感染管理認定看護師教育課程を開設
　　　　　 ・感染管理認定看護師教育課程の受講費等に対する支援

*人口10万人当たり就業看護職員：1436.9人（2018年度）→1436.9人以上（2022年
度）
*病院勤務（常勤）の看護職員の離職率：9.1%（2020年度）→9.2%以下（2022年度）
*県内看護師等学校養成所新卒者における
　県内就業率：83.44%（2020年度）→82.63%以上（2022年度）
　看護師国家試験合格率：98.60%（2020年度）→98.14%以上（2022年度）

828,911 R３当初 716,027
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

6
福祉・介護人材確保対策事
業費
[050401][051002]

地域福祉課

介護支援課 R４要求

介護分野の人材不足の解消を図るため、新卒者・求職者をはじめとする多様な
人材の入職の促進、福祉・介護人材の資質の向上及び定着支援・離職防止の
取組を実施します。

　１　入職の促進
　　　 ・介護職を目指す学生や福祉系高校生、他業種で働いていた者等に対
　　　 　して資金を貸付け
　　　 ・派遣就労による施設での仕事内容や雰囲気の体験後の就労及び資格
　　　 　取得支援を実施
　　　 ・若者や県外からの移住者等の求職者獲得等を目的としたオンライン版
　　 　　職場説明会を開催
　　 　・外国人介護人材の受入促進のため、日本語学習や介護技術の習得を
　　 　　支援
　
　２　資質の向上
　　　 ・新任、中堅、リーダー、管理者といった段階ごとに共通して求められる資
　　　 　質・能力の習得を目的とした福祉職員生涯研修を実施
　　　 ・職員のキャリアアップや資質の向上、訪問介護員養成等のため、介護
　　　 　技術等に関する研修を介護事業所へ訪問して実施
　　　 ・資格取得を支援するため、介護事業者が負担する介護職員初任者研
　　　 　修や実務者研修の受講費用を助成

　３　定着支援・離職防止
　　　 ・介護事業所の生産性向上や職員の負担軽減を図り、イメージアップに
　　　  つなげるため、介護ロボットやICTの導入を支援
　　　 ・チームケアを推進するため、介護助手等多様な人材の活用や多職種連
　　　　携に取り組む介護事業所を支援
　　　 ・介護事業所の職場環境改善等を図るため、アドバイザーの派遣や人材
　　　　確保・定着支援セミナーを実施

介護ロボット・ICT導入支援事業所数（法人数）：40法人（2022年度）
認知症介護従事者研修修了者数：700人（2022年度）

471,516 R３当初 363,062
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 医療・介護提供体制の充実

7

[050201]

[050301][050302]

[050401][050402]

[050701][050702][050703][050704]

[051001][051002]

[051101][051301]

健康福祉政策課
医療政策課
医師・看護人材確保対策課
地域福祉課
保健・疾病対策課
介護支援課
障がい者支援課
薬事管理課 Ｒ４要求

地域医療介護総合確保事
業費（一部再掲）

団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向け、地域医療構想・高齢者プラ
ンを推進し、できる限り住み慣れた地域で安心して医療・介護サービスが受けら
れる環境を整備するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、医療機能の
分化・連携及び必要な施設・設備の整備等、医療・介護サービス提供体制の確
保・充実を図ります。

　１  病床機能分化・連携推進事業
  　　 ・回復期病床への転換や地域の医療提供体制における脆弱な分野又は
　　　  専門性の高い分野の強化を行う医療機関の施設整備等を支援
  　　 ・圏域間連携による医療提供体制の充実を図るため、基幹的な役割を担
         う医療機関の設備整備等を支援
　　   ・地域医療人材拠点病院等が医師不足病院を支援する体制を構築
　　   ・地域医療構想の推進に向けた協議を行うため、地域医療構想調整会議
         を開催するほか、県民啓発のためのシンポジウムを開催

　２　在宅医療推進事業
　　 　・往診や在宅看取りに係るオンコール体制の整備に必要な費用等を支援
 　　　・看護師の資質向上研修を実施
　
　３　介護施設等整備事業
　　 　・認知症グループホームや小規模多機能型施設などの地域密着型施設
         の創設や、施設における看取り環境の整備費等を助成
　　 　・特別養護老人ホーム等の円滑な開設等に必要な経費を助成
　　　 ・介護療養型医療施設から介護医療院等への転換に必要な経費を助成
　　 　・施設の大規模修繕と併せて行う介護ロボット・ＩＣＴの導入経費を助成
　　 　・福利厚生の充実を図るため、介護職員の宿舎整備費を助成
　　 　・高齢者施設内の簡易陰圧装置設置のほか、生活空間等の区分けを行
         う ゾーニング環境の整備費を助成
　
　４　医療従事者確保・養成事業（一部再掲）
　　   　８ページ「４　医師確保等総合対策事業費」及び「５　看護職員確保
          対策事業費　１、３、４」の再掲

　５　介護従事者確保事業（再掲）
　　   　９ページ「６　福祉・介護人材確保対策事業費」の再掲

　６　薬剤師復職・就業支援事業
　　   ・薬剤師の確保を図るため、病院・薬局等と連携した実務研修会や相談
　  　　会等を実施し、円滑な就業を支援

5,635,823 Ｒ３当初 4,306,314
[R3.11月補正] [63,796]
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 地域包括ケア体制の推進

8
地域包括ケア体制推進事
業費
[051002]

介護支援課 R４要求

◎ 健康を守る疾病対策の推進

9 がん対策総合推進事業費
[050702]

保健・疾病対策課 R４要求
[債務負担行為額] [469]

がん対策を推進するため、がんの予防、早期発見から医療、就労支援まで広範
にわたる対策を総合的に実施します。
　
　　　・「がんと向き合う週間」を中心としたがん検診等の普及啓発活動
　　　・がん検診の精度管理、全国がん登録の推進
　　　・地域がん診療連携拠点病院等への運営費、施設・設備整備費の補助
　　　・社会保険労務士によるがん患者への両立支援・就労相談の実施
　　　・小児・AYA世代がん患者妊孕性温存治療費の助成
【新】・がん医療従事者に対する研修会経費の補助

227,907 R３当初 192,687

46,299 R３当初 32,105

高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケア
体制」を推進します。

　１　地域包括ケア構築推進事業
　　 　・高齢者が安心して地域で暮らしていけるよう、地域にある介護事業所や
　　 　　配食・移送等の生活支援サービス、通いの場の情報などが一目でわか
　　 　　る「地域包括ケア見える化マップ」をモデル市町村と協働して作成
　　 　・全日常生活圏域の地域包括ケア体制構築状況を可視化し、取り組む
　　 　　べき課題等を明確化するための調査を実施
　　 　・専門職等で構成する支援チームの派遣・協働により、市町村における取
　　 　　組を、それぞれの課題に応じて伴走型で支援
　　 　・24時間在宅ケアサービスに加え、居宅への訪問や施設への通所、宿泊
　　 　　を可能とする多機能型サービスの普及・展開を促進
　　 　・中山間地域の介護・生活支援サービスの確保のための研修会の開催、
　　 　　事業所の体制整備等に取り組む市町村に対して支援

　２　生活支援・介護予防推進サポート事業
　　 　・生活支援コーディネーター、就労的活動支援コーディネーターの養成
　　 　　及び資質向上のための研修会を実践事例の提供等具体的な提案を行
　　 　　い開催
 【拡】・移動サービス構築の支援のため、県内の事例を類型別にまとめ、地域
 　　　　住民を含めて見える化するとともに、サービス立ち上げにおいて必要と
 　　　　なる制度理解を支援するため、相談体制の整備及び情報提供を行う
 　　　・体操教室等へのリハビリテーション専門職の派遣や研修等により、「住
 　　　　民主体の通いの場」の充実を支援
 【拡】・住民主体の通いの場の未実施或いは充実を図りたい市町村に対しアド
 　　　　バイザーを派遣し、体制整備・事業実施を支援するほか、理学療法士、
 　　　　作業療法士等のリハビリテーション専門職等の派遣、圏域ごとの共有の
 　　　　場を開催し、効果的・効率的な介護予防の推進を支援。
　　　 ・市町村において効果的な介護予防事業を展開するため、フレイル予防
 　　　　等に関する知識等の習得を目指す研修会を開催

*要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）（調整済み認定率）：
 全国2位13.8%（2021年3月）→全国上位を維持（2022年3月）
*在宅での介護老人福祉施設入所希望者数の減少
 1,945人（2020年度）→減少（2022年度）

[469]
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

10 精神医療対策事業費
[050704]

保健・疾病対策課 R４要求

11 認知症施策総合推進事業費
[050704]

保健・疾病対策課 R４要求

12 国民健康保険運営安定化等
事業費
[050601]

*糖尿病等の重症化予防の取組実施市町村数：77（2021年度)→77（2022年度)

*保険者努力支援制度（都道府県分）全国順位：8位（2021年度)

→前年度以上（2022年度)

*保険者努力支援制度（市町村分）全国順位：9位（2021年度）

→前年度以上（2022年度)

国民健康保険室 R４要求

県が市町村と国民健康保険の運営を担い、その安定的な財政運営と効率的な
事業の確保を図るとともに、市町村の保健事業を支援し、医療費適正化を図り
ます。

   １　国民健康保険基盤安定事業負担金
　 　　・市町村による低所得者等の保険料（税）軽減措置に対する費用負担

   ２　国民健康保険特別会計繰出金
　　　 ・保険給付費の公費負担等に要する費用の繰出し
　　　 ・高額な医療費による財政リスク軽減に要する費用の繰出し
　　 　・特定健康診査、特定保健指導の実施に要する費用の繰出し

   ３　国民健康保険市町村保健事業支援
　　　 ・糖尿病性腎症重症化予防に関する小規模市町村へのアドバイザー
　　　　派遣
　　　 ・国保加入を控えた定年前の健保被保険者等へ健康情報の提供
 　　　・国保データベース（KDB）を活用した市町村国保の保健事業支援
 　　　・糖尿病等の生活習慣病治療中断者への受診勧奨や薬剤師と連携
　　　　 した適正服薬指導への支援
 【新】・健診予約情報をICTで一元管理する仕組みをモデル市町村で実施

*市町村保険料（税）収納率：95.67%（2020年度)→95.67%以上（2022年度)

17,958,871 R３当初 17,501,633

◎ 社会保障に係る必要経費の確保

精神障がいのある人が地域で安心して自分らしい暮らしができるよう、適切な医
療や相談支援を受けられる体制の整備や医療費の軽減措置等の支援を行い
ます。

　　　 ・地方精神保健福祉審議会、精神医療審査会の開催
　　　 ・自立支援医療費（精神通院医療費）の公費負担
　　　 ・災害派遣精神医療チーム(DPAT)の体制整備・強化
　　　 ・てんかん診療拠点機関を中心とした専門的な相談支援及び治療体制
　　　 　の整備　等

3,011,196 R３当初 2,953,795

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・
福祉の充実と連携による総合的な支援を行います。

【拡】・認知症疾患医療センターの運営費補助
【拡】・医療従事者向け認知症対応力向上研修の実施
　　　・チームオレンジコーディネーター研修の実施
　　　・認知症施策推進懇談会の開催
　　　・若年性認知症支援コーディネーターの配置

71,869 R３当初 68,273
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

13 後期高齢者医療支援事業費
[050602]

*市町村保険料（税）収納率：99.4%（2020年度)→99.4%以上（2022年度)

国民健康保険室 R４要求

14
介護給付費負担金交付事
業費
[051001]

介護支援課 R４要求

15 福祉医療費給付事業費
[050102]

健康福祉政策課 R４要求

◎ 自殺対策の強化・推進

16 自殺対策推進事業費
[050704]

*自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）：16.5(2016年)→13.6以下(2022年)

保健・疾病対策課 R４要求

乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、福祉の向上を図
るため、市町村が行う医療費助成事業を支援します。
乳幼児等に対する県の補助のうち、通院の対象年齢を「未就学児まで」から「小
学校3年生まで」に拡大し、制度の充実を図ります。

　１　福祉医療費給付事業補助金
　　 　・市町村が行う乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等に対する福祉医療
　　  　費給付事業へ補助金を交付（補助率1/2）
　２　国民健康保険特別会計繰出金
　　 　・中学校卒業までの子どもの医療費の現物給付化により生じる国民健康
　　  　保険国庫負担金等の減額調整額相当額を繰出し

4,847,094 R３当初 4,268,021

誰も自殺に追い込まれることのない信州を実現するため、市町村、関係機関、
民間団体等と連携し、自殺対策を推進します。

 【新】・「子どもの自殺危機対応チーム」の体制強化に伴う人材育成
 　　　・ゲートキーパーや地域人材の養成研修会の開催
 　　　・自殺予防週間（9/10～16）及び自殺対策強化月間（3月）を中心とした
         普及啓発・相談窓口の周知
　 　　・弁護士会と連携した「くらしと健康の相談会」の開催
　   　・自殺対策に取り組む市町村、民間団体等への助成
　　 　・「長野県自殺対策推進センター」における市町村計画の推進支援　等

64,046 R３当初 61,919

市町村の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を定率で負担し、介護
保険財政の安定的な運営を図ります。

　　　・施設等サービスに係る給付費の17.5%
　　　・居宅等サービスに係る給付費の12.5%

28,208,570 R３当初 27,759,089

高齢期における適切な医療を確保できるよう、療養の給付等に要する費用の一
部を負担し、後期高齢者医療制度の安定的運営を支援します。

   １　後期高齢者医療給付費県費負担金
　 　　・後期高齢者医療広域連合が行う療養の給付等に対する費用負担
   ２　後期高齢者医療保険基盤安定事業負担金
　 　　・市町村が行う低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負担

　 *高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施取組市町村数：60市町村（2021年度)
　　→前年度以上（2022年度)

28,914,053 R３当初 28,550,136
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

17 困難を抱える子どもへの動
物介在活動による支援事業
費

[051203]

食品・生活衛生課 R4要求

18 食品衛生監視指導事業費
[051202]

食品・生活衛生課 R４要求

19 医薬品等監視指導事業費
[051301]

*薬事監視実施率：30%以上（2022年度）

薬事管理課 R４要求

◎ 障がい者が暮らしやすい地域づくり
【創】

20
障がい者共生社会づくり体
制整備事業費
[051103]

障がい者支援課 R４要求

障がいを理由とする差別の解消や障がい者の権利擁護等を推進し、障がいの
有無にかかわらず誰もが地域で安心して暮らすことのできる社会の実現に向け
た体制を整備します。

【新】・優良事業者の取組紹介、障がい者に配慮した事業者の認定制度の創設
【新】・事業者における合理的配慮関連物品等に対する購入支援
【新】・「県民と育む共生社会（仮称）」専用ポータルサイトの開設
【新】・「共生社会づくりフォーラム2022（仮称）」の開催
【新】・紛争の解決を図るため、公正中立な調査審議を行う第三者機関（共生社
　　　 会づく り調整委員会（仮称））の設置

36,813 R３当初 18,929

医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するため、医薬品等の製造販売業
者・製造業者・販売業者への監視指導を実施するとともに、資格者の確保及び
資質向上を図り、薬局・病院・診療所における医薬品等の適正な取扱いを目指
します。

　　・薬事監視員による許認可及び監視指導を実施
　　・事業者の資質向上を図るための研修会を開催

21,730 R３当初 18,454

◎ 食品・医薬品等の安全確保

飲食に起因する危害の発生を未然に防止するため、食品関係施設への監視
指導やHACCPに沿った衛生管理に関する助言等を実施し、県内で製造・加工
される食品の安全性をより高め、県民の食生活の更なる向上を図ります。

　　・広域食品衛生監視専門班及び保健福祉事務所食品衛生監視員による
　　　監視指導
　　・HACCPに沿った衛生管理の実施状況の確認及び検証
　　・食品衛生推進員による食品関係営業者に対する助言等

*食品関係施設への監視指導実施率:70%(2020年度)→100.0%(2022年度)

21,273 R３当初 20,698

動物とのふれあいや世話体験等を通じて、不登校など困難を抱える子どもを支
援する事業を動物愛護センターから地域へ展開します。

　　・動物愛護センターと市町村、支援団体等との共催の動物介在活動を県内
　　  各地で実施
　  ・地域での取組の基盤づくり、人材育成
　  ・支援団体を核とした地域での動物介在活動の実施

*参加した児童生徒の人数：49人(2020年度）→50人を上回る(2022年度)

13,743 Ｒ3当初 10,469
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

21
医療的ケア児等支援体制
整備事業費
[051101]

障がい者支援課 R４要求

◎ 福祉を支える体制の充実

22
長野県社会福祉活動支援
事業費
[050401]

地域福祉課 R４要求

◎ 社会的援護の促進
【新】【創】

23
生活困窮者早期自立支援
事業費
[050402]

地域福祉課 R４要求

新型コロナの影響を克服し、生活困窮からの早期の立て直しを支援します。

【創】１　緊急小口資金等償還金補給事業
　　　　   ・緊急小口資金等特例貸付償還金の一部を補助

【創】２  生活困窮者生活安定支援事業
　　　　   ・生活安定に向けた家計改善のため、住居の住み替え経費の一部を
　　　　　　助成

【新】３　生活困窮者就労支援強化事業
　　　　   ・経済的理由により就職活動を行うことが困難な者に対し、活動経費の
　　　　　　一部を助成

　　　４　自立相談支援事業
　　　　　 ・生活困窮者の相談にワンストップ型で対応し、生活や就労を支援
　　　　　 　コロナ禍の影響を克服するために必要な人員体制を整備

　　　５　住居確保給付金事業
　　　　　 ・離職等により住居を喪失した者等に家賃相当額を一定期間支給

266,758 R３当初 44,803
R3.6月補正 [1,182]

住民参加の地域福祉活動を推進し、県民の福祉の向上を図るため、長野県社
会福祉協議会が実施する社会福祉事業等に対し助成します。

　　　・福祉サービスの利用手続き、日常的な金銭管理等の援助
　　　・福祉サービスに関する苦情解決
　　　・生活福祉資金の貸付
　　　・ボランティア活動、住民支え合い活動の支援
　　　・災害時における福祉支援体制の強化

223,612 R３当初 234,514
R3.4月補正等 [3,984,596]

医療的ケアが日常的に必要な子ども等が地域で安心して在宅生活を送ること
ができる環境を整備するため、関係機関による連携体制の整備及び支援人材
の育成を行います。

【新】・効果的な支援のための「医療的ケア児等支援センター」を設置
　　　・医療的ケア児等支援者、コーディネーター等の人材を育成
　　　・医療的ケア児等に対し各分野の資源を活用して支援するための体制を
        整備する「連携推進会議」を開催

4,937 R３当初 5,134
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事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

24
信州パーソナル・サポート事
業費（一部再掲）
[050402]

地域福祉課 R４要求

【新】
25 ひきこもり支援推進事業費

[050402]

地域福祉課 R４要求

ひきこもりの当事者とその家族を地域で支える体制を構築するため、地域住民
や支援者のひきこもりに対する理解を深め、市町村、支援関係機関等のネット
ワークの整備を進めるとともに、多様な「居場所」づくりを促進します。

　　　 ・「ひきこもり支援フォーラム（仮称）」の開催
　　　 ・各圏域ごとに、「ひきこもり支援推進研究会（仮称）」を設置し、地域にお
          ける関係機関の連携を強化
　　　 ・相談窓口やひきこもりに関する周知及び普及啓発
　　　 ・ひきこもり支援団体が行う居場所づくりに係る費用の一部を助成

*相談窓口を明確にした市町村数　全市町村（2022年度）

8,925 R３当初 574

生活に困窮している方の早期の生活立て直しに向けて、一人ひとりの状況に合
わせた包括的支援を推進します。

　　　１　自立相談支援事業（再掲）
　　　　　 ・生活困窮者の相談にワンストップ型で対応し、生活や就労を支援
　　　　　 　コロナ禍の影響を克服するために必要な人員体制を整備

　　　２　住居確保給付金事業（再掲）
　　　　　 ・離職等により住居を喪失した者等に家賃相当額を一定期間支給

　　　３　就労準備支援事業
　　　　　 ・一般就労に必要な生活習慣の改善や基礎能力の形成を支援

　　　４　一時生活支援事業
　　　　　 ・住居のない生活困窮者に緊急一時的に食事や宿泊場所を提供

　　　５　家計改善支援事業
　　　　　 ・家計に課題を抱える生活困窮者の家計再生を支援

　　　６　研修等従事者スキルアップ事業
　　　　　 ・市町村や相談支援機関の職員の支援技術向上を図る研修を実施

【拡】７　生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業
　　　　　 ・生活困窮家庭を訪問し学習や生活習慣の改善等を支援
　
　　　８　伴走コーディネーターによる自立相談支援の機能強化
　　　　　 ・アウトリーチ等より丁寧な個別支援を行い就労や社会参加を支援

【創】９　生活困窮者生活安定支援事業（再掲）
　　　　　  ・生活安定に向けた家計改善のため、住居の住み替え経費の一部を
　　　　　　 助成

【新】10 生活困窮者就労支援強化事業（再掲）
　　　　   ・経済的理由により就職活動を行うことが困難な者に対し、活動経費の
　　　　　　一部を助成

*県の生活就労支援センター（まいさぽ）の支援による就労・増収者数150人（2022年
度）

244,922 R３当初 228,483
R3.4月補正等 [1,182]

16



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 人生二毛作社会の実現

26 人生二毛作社会推進事業費
[050502]

*シニア大学卒業後のボランティア活動・市民活動実施（予定）率：38.8%（2019年度)

→44.2%（2022年度)

健康増進課 R４要求

◎妊娠・出産の安心向上

27 母子保健等推進事業費
[050701]

保健・疾病対策課 R４要求

◎障がい者の文化芸術・スポーツ振興

28
障がい者芸術文化活動普
及支援事業費
[051102]

障がい者支援課 R４要求

29
障がい者スポーツ振興事業
費

[051102]

障がい者支援課 R４要求

創作環境の整備と発表機会を拡充し、障がい者が芸術文化活動に参加する環
境の整備をします。

 【新】・長野県障がい者芸術文化活動支援センター（仮称）の運営
　　　 ・芸術文化活動に取り組む事業所等に対する相談支援・情報提供
　　   ・各種研修会や出前ワークショップ等を通じた芸術文化活動を支援する人
         材の育成

9,566 R３当初 9,894

誰もがスポーツに親しめる環境づくりと2028年全国障害者スポーツ大会の本県
での開催に向け、障がい者スポーツの各種大会の開催、競技スポーツの普及、
障がい者スポーツの理解促進、指導者養成や競技団体強化等を行います。

 【拡】・スポーツを通じた共生社会づくりを目指す「パラウェーブNAGANOプロ
         ジェクト」の推進（「パラ学」の実施やボッチャ競技大会の開催）
　*「パラ学」（県独自のパラスポーツ体験型授業）の実施クラス数：
　70クラス（2021年度見込）→105クラス（2022年度）

46,331 R３当初 45,015

安心して妊娠・出産できる環境を整備するとともに、子どもの健全な育成を図る
ため、市町村の母子保健事業に対する技術的支援、不妊・不育症に悩む方や
慢性疾病を抱える患者家族等への支援を行います。

　 　　・市町村の母子保健事業への専門的・技術的支援
　 　　・不妊・不育専門相談センターにおける不妊・不育相談の実施
 【新】・夫婦がともに受けた不妊に関する検査費用の一部助成
 　　　・小児慢性特定疾病に係る医療費の一部助成
 　　　・小児期から成人期への移行期にある慢性疾病患者に対する支援

1,015,466 R３当初 1,556,162

シニア世代が、培ってきた豊富な知識と経験を社会参加や仕事で活かし、地域
の担い手として元気に活躍できる「人生二毛作社会」を推進するため、長野県
長寿社会開発センターによる生きがいづくりの機会の創出やシニア活動推進
コーディネーターによるシニアが地域で活躍できる仕組みづくりを支援します。

　1　長野県長寿社会開発センター運営事業補助金

　　　 ・シニア大学の運営、信州ねんりんピックの開催、全国健康福祉祭への

　　　　選手派遣による生きがいづくりの機会の創出

　２　人生二毛作社会推進事業

　　　 ・シニア活動推進コーディネーターによる支援（相談窓口機能、ネットワ

　　　  －ク会議の開催、シニアの活躍の場の提供、社会参加の普及啓発）

121,593 R３当初 120,109
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